
〇トラック運送業を含めたサービス業の生産性向上及び中小企業の取引条件の改善は、GDP600兆円の達成に
向け、重要な課題
〇国土交通省においては、政府全体の取り組み(※)と連携しながら、トラック運送業の生産性向上、労働条件改
善に向け、以下の取り組みを推進
（※）サービス業の生産性向上協議会（平成27年度設置）

下請等中小企業の取引条件改善に関する関係府省等連絡会議（平成27年度設置）

＜トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会について＞：国土交通省及び厚生労働省の取組み

トラック運送業の生産性向上・労働条件改善に向けた取組み

○取引環境の改善及び長時間労働の抑制に取り組むため、厚生労働省、国土交通省、学識経験者、荷主、
事業者等により構成される協議会を中央及び全都道府県に設置。

○労働基準法の改正案において、月60時間超の時間外労働に対する割増賃金率引上げ（25%→50%）の適用が
平成31年4月からとされていることを踏まえ、検討及び好事例の横展開等の取組みを平成30年度中までに実施。

＜トラック運送業の生産性向上協議会について＞：政府全体の取組み

平成31年4月からとされていることを踏まえ、検討及び好事例の横展開等の取組みを平成30年度中までに実施。
○平成28年度は、

(1)長時間労働削減に向けたパイロット事業

(2)適正運賃・料金収受に向けた議論の深化 →
を実施予定

○サービス業のうち、特に生産性向上が求められる５産業（トラック運送業、小売業、飲食業、宿泊業及び介護業）に
ついては、平成27年度、「サービス業の生産性向上協議会」を設置して議論を開始。

○このうち、トラック運送業に関する「トラック運送業の生産性向上協議会」は、「トラック輸送における取引環境・労働
時間改善協議会」と合同開催。

○「取引環境改善」「労働条件改善」の2つの視点に加え、IOT等先端技術を用いた生産性向上の方策について
も検討を実施

＜トラック運送業の適正運賃・料金検討会＞
：国土交通省及び厚生労働省の取組み
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トラック輸送における長時間労働の抑制及び生産性向上に向けた取組

トラック運転者の長時間労働等の改善に向け、荷主都合による手待ち時間など、トラック運送事業者のみの努力では改善す
ることが困難な課題について、地域の事情を踏まえた実践的な議論を進めるため、各都道府県において発荷主・着荷主及び
運送事業者を構成員とする集団（以下「対象集団」という）がパイロット事業（実証実験）を実施。
実施事例は、中央・地方協議会でのさらなる議論（ガイドラインの策定を含む）に活用。

１．事業の目的・概要

２．事業の内容

対象集団は、各地方協議会で、トラック輸送状況の実態調査結果（都道府県別の集計分）やこれまでの議論等を踏まえて、そ
れぞれ選定。

対象集団は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、①荷主及び運送事業者の現状の分析や課題の洗い出し、②課題
に対する解決手段の検討、③解決手段の実践、④検証等を経て、トラック運転者の長時間労働等の改善を図る。
平成28年度及び平成29年度の２年間で、全国で約100事例を目途に実施。

※H28.7.13現在、実施集団の確定 31件（内、実験に向けて始動 18件）

平成29年度パイロットの事業実施の意義

トラック事業者
が抱える課題は
事業者間での共
通点も多いが、
扱う品目や荷主
との関係性にも
より、適応できる
改善策は様々。

パイロット事業
で、多くのバリ
エーションを明
示的に示し、横
展開を図る。

（例）実証実験イメージ

倉 庫
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ガイドライン
策定・普及

長時間労働
改善の普及

実証実験
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の
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2運行

倉 庫
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14時

1運行
16時
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倉 庫

A社B社

※平成29年度は、さらに他のトラック事業者との共同配送を組み合
わせて更なる時間短縮につなげること等を想定。

平成29年度パイロット事業

B社

※H28.7.13現在、実施集団の確定 31件（内、実験に向けて始動 18件）
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トラック輸送状況の実態調査結果とパイロット事業の着眼点について（全体版）

＜運転時間＞
①長距離（走行距離500km超）では改善基

準を超える拘束時間16時間超の運行が
頻繁にある。

②走行距離の長短を問わず、高速道路の利
用率が高くなるほど拘束時間が短い。

長時間労働の原因を考えるためのポイント

＜運転時間＞
①中継輸送や共同輸送を取り入れるなどにより、長距離輸送の運転

時間を短縮することは可能か。

②高速道路を利用することが効果的な区間は高速道路を利用できる
よう、荷主と相談する。

＜手待ち時間＞

パイロット事業を実施する際の着眼点

○ 事業者、ドライバー、発・着荷主が連携して長時間労働の原因分析、改善策の検討、実践、検証を行う取り組み。

用率が高くなるほど拘束時間が短い。

＜手待ち時間＞

③走行距離の長短を問わず、手待ち時間が
拘束時間を押し上げている。

④集荷時だけでなく、配送時も荷主都合の
手待ち時間（車両の順番待ち等）が発生。

＜荷役作業時間＞
⑤荷役作業にかかる時間は適正か。

⑥荷物を手で扱う場合ほど荷役時間が長い
傾向（パレット崩し、手荷役）。

⑦事前連絡がない現場での荷役依頼や口
頭での依頼が少なくない。

＜手待ち時間＞
③手待ち時間の発生場所や原因を荷主と共同で検証し、削減を図る。

④着荷の時間指定の有無や意義を着荷主と共同で検証する（荷下ろ
し時間を分散させるために時間指定が有効か。逆に時間指定のた
めに早めの到着で手待ち時間が発生していないか、など。）

＜荷役作業時間＞
⑤荷主と作業場での動線等を見直し、作業効率を上げて時間短縮を

図る。

⑥パレットやロールボックス等荷をまとめ輸送をする。あわせて、発着
いずれでも荷を崩す作業が発生しない方法を検討する。

⑦荷役や付帯作業の内容を、書面やＦＡＸ・メール等で予め明確にす
る。

※品目や地域性などの特性を加味する
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トラック運送業の適正運賃・料金検討会

○自動車局においては、トラック運送事業者の取引環境の改善及び長時間労働の抑制

に取り組むため、平成２７年度、厚生労働省と共同で、荷主も構成員に含めた「トラック

輸送における取引環境・労働時間改善協議会」を設置。

○同協議会における取引環境改善に向けた議論に先立ち、適正運賃・料金収受に関す

る議論の論点整理や方向性に関する助言を行うための場として、今般、「トラック運送

業の適正運賃・料金検討会」を設置。第１回の会合を７月１３日に開催。

委員

【学識経験者】
・藤井 聡 京都大学工学部工学研究科教授
・野尻 俊明 流通経済大学学長
・柳澤 宏輝 弁護士（長島・大野・常松法律事務所）
【行政】
・加藤 進 国土交通省自動車局貨物課長
・川上 泰司 国土交通省総合政策局参事官（物流産業）
・藤枝 茂 厚生労働省労働基準局労働条件政策課長
・正田 聡 経済産業省商務流通保安グループ物流企画室長

オブザーバー

【事業者】
・坂本 克己 （公社）全日本トラック協会副会長
・馬渡 雅敏 （公社）全日本トラック協会副会長

【荷主】
・上田 正尚 （一社）日本経済団体連合会産業政策本部長
・栗原 博 日本商工会議所流通・地域振興部長
・黒川 毅 日本機械輸出組合国際貿易円滑化委員会委員長

「トラック運送業の適正運賃・料金検討会」委員
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運賃・料金に関しトラック事業者からよく聞かれる意見

■荷主等との運賃交渉の目安となる「標準運賃」「最低運賃」等を国から示
して欲しい。

■原価割れで運送を引き受ける事業者が存在する限り、①の目安があっても
無意味。

■①の目安運賃があると、高値で取れている運賃がそこに張り付き、企業努

➀目安となる運賃を定めて欲しい

➁原価計算に基づく受注を徹底すべき

■①の目安運賃があると、高値で取れている運賃がそこに張り付き、企業努
力が無意味となる。

■各事業者における原価計算の実施と、それに基づく受注を徹底するべき。

■待機料金、附帯作業費、高速料金等を、運賃とは別途の料金として、適切
に荷主等に負担してもらえるような仕組みが必要。

➂運送以外のコストを適切に収受できるようにして欲しい
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今後の進め方について

１．運賃制度そのものに関しては、 「よく聞かれる意見」の①②の
とおり、トラック運送事業者の中でも意見の隔たりがある。

→以下の流れで議論を進めてはどうか。
１）アンケート等を通じて幅広い事業者（各地ト協、青年部、
各種調査の協力者 他）の意見を聞く

２）業界としてのご意見を踏まえつつ、独占禁止法との関係等
も整理しながら、方向性を決定

２．「よく聞かれる意見」の③に関しては、２．「よく聞かれる意見」の③に関しては、
運送以外の料金については、「運賃に含めず、別のコストとして
適切に反映して欲しい」ということでトラック運送事業者の立場
が一致している。

→運送以外に係るコストを適切に収受するための方策について、
早急に検討を進めることとしてはどうか。

３．このほか、荷主との取引関係だけでなく下請多層構造等、運賃・
料金が適正に収受できない原因について、更に分析・検討すべき
ではないか。 7



独占禁止法の規制概要について

○独占禁止法においては、公正かつ自由な競争を促進するため、①事業者による不当な
取引制限等や、②事業者団体による競争制限的な行為等を禁止している。

○加えて、政策決定にあたっては、「行政指導に関する独占禁止法上の考え方」（平成６
年６月３０日公正取引委員会（平成２２年１月１日改正））を踏まえる必要がある。

○「①事業者による不当な取引制限」には、例えば以下のような行為が該当する。

カルテル

事業者が相互に連絡を取り合い、本来、各事業者が自主的に決めるべき商品の価格や販
売・生産数量などを共同で取り決めるなどして、競争を実質的に制限する行為は「カルテ売・生産数量などを共同で取り決めるなどして、競争を実質的に制限する行為は「カルテ
ル」（不当な取引制限）として禁止されている。
※紳士協定、口頭の約束等どんな形で申合せが行われたかは問わない。

国や地方公共団体などの公共工事や物品の公共調達に関する入札の際、入札に参加す
る事業者たちが事前に相談して、受注事業者や受注金額などを決めてしまう「入札談合」も
不当な取引制限のひとつとして禁止されている。

入札談合
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独占禁止法の規制概要について（事業者団体に対する規制）

○独占禁止法においては、公正かつ自由な競争を促進するため、事業者団体による競争
制限的な行為等を禁止している。

○違法状況にあるかどうかは個別判断となるが、例えば以下のような行為は、公正取引
委員会が示した指針において、禁止行為として明示されている。

① 競争を実質的に制限する行為

１）価格制限行為

ⅰ．最低販売価格の決定

ⅱ．標準価格等の決定

※価格制限行為における「価格」は、料金、手数料、金利等その名称や
形態の如何を問わず、商品又は役務の対価であるものを指す。

ⅱ．標準価格等の決定
違反の具体例：Ｘ事業者団体が構成事業者全員に出席を求めた「説明会」において、３種類の類似した標準料金

表を配布し、そのいずれかに準じて小売価格の引上げを図るよう説明し、出席者の了承を得た。

ⅲ．共通の価格算定方法の設定：具体的な数値、係数等を用いて構成事業者に価格に関
する共通の具体的な目安を与える価格算定方式を設定すること。

２）価格制限行為への協力要請等

ⅰ．価格制限行為への協力の要請、強要等（従わない事業者への不利益の付与を含む。）

ⅱ．価格制限行為の監視のための情報活動：価格制限行為に構成事業者が従っているか
を監視するため、取引価格、取引先等構成事業者の事業活動の内容について情報
収集等を行い、又は構成事業者間の情報交換を促進すること。 9



独占禁止法の規制概要について（事業者団体に対する規制）

② 一部の情報活動

事業者団体の情報活動（情報収集・提供活動）のうち、これを通じて、競争関係にある事
業者間において、現在又は将来の事業活動に係る価格等重要な競争手段の具体的内容
に関して、相互間での予測を可能にするような効果を生ぜしめるような情報活動

【原則として違反とならない行為の例】

需要者、構成事業者等への情報提供のため、価格に係る過去の事実に関する概括的な情報を任意に収集し、客
観的に統計処理し、価格の高低の分布や動向を正しく示し、かつ、個々の構成事業者の価格を明示することなく、
概括的に、需要者を含めて提供すること。

③ 一部の経営指導③ 一部の経営指導

経営指導の形をとっていても、事業者の現在又は将来の事業活動に係る価格等重要な
競争手段の具体的内容について目安を与えるような指導

【違反となるおそれのなる行為の例】
構成事業者が供給する商品又は役務に係る平均原価、統一的な利潤・利幅の基準等を示す方法により、原価計

算又は積算の指導を行うこと。

【原則として違反とならない行為の例】

原価計算や積算について、標準的な項目を掲げた一般的な方法を作成し、これに基づいて原価計算や積算の方
法に関する一般的な指導又は教育を行うこと（事業者間に価格・積算金額の共通の目安を与えないもの）。

※なお、事業者団体の行為については、たとえそれが行政機関の行政指導により 誘発されたものであって
も、

独禁法の適用が妨げられるものではない。

ほか
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独占禁止法の規制概要について(行政指導関係)

の

○行政機関が行う「行政指導」（※）に関しては、その内容によっては公正かつ自由な
競争を制限・阻害し、独占禁止法違反となる可能性があることから、公正取引委員会に
よって、「行政指導に関する独占禁止法上の考え方」（平成６年６月３０日公正取引委員会（平成

２２年１月１日改正））が示され、独占禁止法との関係で問題を生じさせるおそれのある
行政指導が例示されている。

○なお、事業者又は事業者団体の行為については、たとえそれが行政機関の行政指導に
より誘発された行為であっても、独占禁止法の適用は妨げられず、指導に従った
事業者又は事業者団体が直接法的責任を問われることとなる。

※「行政指導」：行政機関がその任務又は所掌の範囲内において一定の行政目的を実現するため特定の者に
一定の作為又は不作為を求める指導、勧告、助言その他の行為であって、処分に該当しないもの。一定の作為又は不作為を求める指導、勧告、助言その他の行為であって、処分に該当しないもの。

価格に関する行政指導

例えば以下のような行政指導は、独占禁止法との関係で問題を生じさせるおそれがある。

（１）価格の引上げ又は引下げについて、その額・率（幅）等目安となる具体的な数字を示して
指導すること

（２）価格が低下している状況等において、安値販売、安値受注又は価格の引き下げの自粛
を指導すること

（３）構成事業者の個々の取引における価格等通常事業者の営業上の秘密とされている事項
について事業者団体を通じて報告を求めること

（４）価格について事前届出制が採られている場合に、目安となる具体的な数字を示して届出
事項について指導したり、事業者間又は事業者団体で調整をさせたりすること 11



下請等中小企業の取引条件改善に関する関係府省等連絡会議について

内閣官房副長官

内閣府副大臣

○中小・小規模事業者が賃金の引上げをしやすい環境を作るため、平成26年12月の政労使合意等を踏まえ、必
要なコストの価格転嫁、取引先企業の収益の中小企業への還元など、取引条件の改善を図っていく。

会議の目的

○価格転嫁等の状況や課題を調査

①親事業者など大企業等及び下請事業者など中小企業に対して調査を実施。

・業種横断的な調査 ⇒ 中企庁が実施
・個別業種ごとの調査 ⇒ 業所管省庁で適宜実施

今後の取組

会議のメンバー

内閣府副大臣
厚生労働副大臣
経済産業副大臣
国土交通大臣政務官

内閣総理大臣補佐官
内閣官房副長官補

内閣府政策統括官
中小企業庁長官

公正取引委員会事務総長
警察庁、総務省、財務省、
厚生労働省、農林水産省、
環境省、

国土交通省（総合政策局長）

・個別業種ごとの調査 ⇒ 業所管省庁で適宜実施
（国交省では建設業、トラック運送業、貸切バス事業）

▼
②H28.3に調査結果を業種毎にとりまとめ、本連絡会議に報告、公表。

○大企業へのヒアリング

・上記調査結果を踏まえ、H28.4～5に大企業に対するヒアリングを実施（自動車産業、建設業）。
・H28.5にヒアリング結果を業種毎にとりまとめ、本連絡会議に報告。
・ヒアリング対象にトラック事業者等を追加、H28.7中下旬を目途にヒアリング結果を取りまとめ。

調査及びヒアリングの結果を踏まえ、大企業や元請企業に対して、不適切な行為を改め、取引条件の改
善に協力してもらえるよう、働きかけを実施。

12



トラック運送業における下請等中小企業の取引条件の改善に関する調査結果

調 査 の 概 要

対象者数： トラック運送事業者 １，２５０者 （ （公社）全日本トラック協会を通じて依頼 ）
有効回答数：７３５者 （回収率５８．８％）

調査期間： 平成２８年２月１日（月）～２月１９日（金）

質問事項： ①適正な運賃が収受できているか

②付帯作業費、待機料金などの収受状況

③取引相手から不適切な行為がなされたことがあるか

④書面化できているか 等

回 答 者 の 属 性

地 域 車両台数

7.6 11.6 19.9 11.8 13.5 8.7 6.9 8.4 11.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=735)

北海道 東北 関東 北陸信越 中部 近畿 中国 四国 九州・沖縄

17.0 27.5 18.6 17.8 14.3 4.1
0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=735)

10台以下 11～20台 21～30台 31～50台

51～100台 101～300台 301台以上

下請の状況

○回答者735者のうち、80％（589者）は何らかの業務を下請に降ろしている。

13



トラック運送業における下請等中小企業の取引条件の改善に関する調査結果

○荷主都合による荷待ち待機をさせられたが、費用の支払いがない ８３．６％

○燃料高騰分の費用を収受できていない ７８．９％

○運送契約の書面化ができていない ７４．３％

○適正運賃・料金の収受ができていない ７０．５％

○検品や商品の仕分け等の附帯作業をさせられたが、費用の
支払いがない ５８．５％

不 適 切 な 行 為 の 実 態

左記の行為をされたことがある
と回答した事業者の割合＜ ＞

支払いがない ５８．５％

○無理な到着時間の設定 ４５．２％

○高速道路利用を前提とした時間指定がされているが、高速道路料金
の支払いがない ４３．３％

○原価を考慮せずに一方的に運賃を決定された ２６．７％

○契約後に運送費を値引されたり、契約にない付加的な運送を強いられた １３．７％

○運送費の支払遅延 １１．４％

○取引相手や関係会社の物品の購入強制 ９．８％

○理不尽な損害賠償の負担 ９．５％

○無理な要求を断った事による取引停止 ５．７％ 14



トラック運送業における下請等中小企業の取引条件の改善に関する調査結果

適 正 運 賃 ・ 料 金 の 収 受 状 況

適正運賃・料金を100％収受できている（ 25％）

○適正な運賃・料金を収受できている事業者のうち約６割の事
業者が取引先に運賃・料金の引き上げ交渉を実施してい
た。

一部でも収受できていない（ 75％ ）

○約５割の事業者が「元請トラック事業者が仲介手数料を
取りすぎている」と回答。

○約４割の事業者が「荷主等から不利益を被る恐れがあり、
運賃・料金の引き上げ交渉ができないため」と回答。

○収受できない場合には、設備投資（車両の買い換え等）や人
件費の抑制により対応。

適正な運賃・料金収受が収受できている事業者の取組

 

適正な運賃・料金収受が収受できている事業者の取組
運
賃
・料
金
が
収
受
で
き
な
い
理
由

収
受
で
き
な
い
場
合
の
対
応

運賃・料金の引き

上げ交渉実施
64.0%

特に交渉は

行っていない
32.4%

無回答

3.5%

元請が手数料を取りすぎ

荷主等から不利益を被る恐れがあり、交渉ができない

取引先の経営状況が厳しいため

入札方式導入で、運賃・料金が低く据え置かれている

定期的に継続して運賃の引下げ要請がある

交渉をどうのようにすれば良いかわからない
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トラック運送業における下請等中小企業の取引条件の改善に関する調査結果

自社で実運送を担っている取引 下請けとの取引

○待機料金について83.6％、附帯作業費について58.5％、高速
料金について43.3％の事業者が収受できていないと回答。

○いずれの場合も4割を超える事業者が料金の支払いについ
て、 「荷主・元請には交渉していない」と回答。

○附帯作業費について、下請けに支払っていない事業者が
約６割。

○そのうち約６割は、「元請より収受していないから」と回答。
「下請から交渉されていない」と回答する事業者も多数。

待

機

料

金

附

帯

作

業

費

（ｎ＝735） （ｎ＝614） （ｎ＝589） （ｎ＝336）

附

帯

作

業

費

高

速

料

金

高

速

料

金

費

※収受できていないと回答した事業者のみ

（ｎ＝735）

（ｎ＝430）（ｎ＝735）

（ｎ＝318）

（ｎ＝589）
（ｎ＝223）

※収受できていないと回答した事業者のみ

※収受できていないと回答した事業者のみ

※支払っていないと回答した事業者のみ

※支払っていないと回答した事業者のみ
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

トラック運送業における下請等中小企業の取引条件の改善に関する調査結果

書面化の状況 （ 実運送を自社で担っている取引 ）

○ 「書面化ができていない取引がある」と回答した事業者は76.4％。

○そのうち、「荷主・元請に対して書面化の要請はしていない」と回答した事業者は66.1％。

書面化の比率

76.4％

要請していない理由

○荷主の理解が得にくい

○取引相手の担当部署の責任者が嫌がるため

（ 書面化実施取引数 ／ 全取引数 ）

（ｎ＝675）

4.7 5.8 4.9 5.8 3.9 9.0 5.8 10.1 12.9 9.5 4.1 23.6

0％ 10％以下
10％超～20％ 20％超～30％
30％超～40％ 40％超～50％
50％超～60％ 60％超～70％
70％超～80％ 80％超～90％
90％超～100％未満 100％

書面化要請の有無

※ トラック輸送状況の実態調査結果（平成27年 国土交通省）概要 抜粋

書面化している

口頭で依頼

事前連絡なし

68.2%

50.1%

18.9%

3.0%

3.9%

0.7%

28.8%

46.1%

80.5%

○書面化している事業者ほど、荷役料金を収受できている割合が高い

運賃に含んで収受している 運賃とは別に実費収受している 収受していない

参考

○長年の取引上の慣例から、そのままの状態

○スポット取引で継続的な荷主でないため

○運行内容がさまざまなため、様式の統一が困難

１００％書面化
できている事業
者の割合

17



トラック運送業における下請等中小企業の取引条件の改善に関する調査結果

運賃額に

対する比

率

71.6%

定額

10.4%

その他の

方法

4.1% 無回答

13.9%

（n=589）

下請事業者からの手数料の収受方法

運賃額に対する比率と答えた定額と答えた

発注者の立場○真荷主からみて1番目～3番目での受注が多い。

○運賃額に対する比率で手数料を収受しているものが多い。

○手数料の比率は、１取引あたり「運賃額の5％～8％」が最も

多い。（43.5％）

○運賃の10％超の手数料を取る事業者も存在する。（17.1％）

○定額では、１取引あたり「1,000円～2,000円」 「2,000円～3,000

円」が多い。

84.9

67.9

41.4

16.6

10.1

9.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１番目

２番目

３番目

４番目

５番目以降

無回答

(複数回答，n=735)

真荷主から見た受注の立場 取扱手数料の割合（％）

運賃額に対する比率と答えた
回答者

取扱手数料の金額（円）

定額と答えた
回答者

※１取引あたり

受注者の立場

※１取引あたり

0%

0.9%

0％～5％

24.3%

5％～8％

43.5%

8％～

10％

12.6％

10％～

30％

17.1％

無回答

0.9%

（n=422）
0円

1.6%

0円～

1,000円

16.4%

1,000円～

2,000円

27.9%2,000円～

3,000円

22.9%

3,000円～

4,000円

14.8%

4,000円～

5,000円

3.3%

5,000円～

10,000円

8.2%

10,000円

超

3.3%

無回答

1.6%

（n=61）

18



トラック運送業における下請等中小企業の取引条件の改善に関する調査結果

＜ 適正な運賃・料金の収受に関して ＞

取引条件改善に向けた課題

○取引相手である荷主・元請と交渉を行うことが重要

○ 交渉しても荷主・元請から不利益を被らない環境を作ることが重要

○多層構造により仲介手数料が数次に渡り取られており、適正な運

＜ 契約の書面化に関して ＞

○多層構造により仲介手数料が数次に渡り取られており、適正な運
賃・料金収受の妨げの一因になっている

○適正な運賃・料金収受のため、荷主・元請へ契約書面化を要請する
ことが重要

○契約書面化を導入できる環境を作ることが重要
19



大企業ヒアリング トラック運送業の対象企業

１．ヒアリング対象

（１）中企庁大企業調査の対象者をもとにした地域を代表するトラック事業者（16社）
（２）地域を代表する荷主企業（10社）

２．主な質問項目

トラック運送業者に対しては下請事業者との関係を、荷主企業に対してはトラック
運送業者との関係を中心に、次の内容を聴取。なお、単に法令遵守状況にとどまらず、
取引の実態やその背景についても明らかにできるよう質問。

① 事業概要
② 取引状況（書面化の有無、契約内容等）
③ 取引内容（運賃・料金状況等）
④ 制度等の認識（政労使合意等の認識状況等）

３．スケジュール
６月～ ：対象企業のヒアリング実施

H28.7.31現在、26社中25社がヒアリング済

８月以降 ：ヒアリング実施結果のとりまとめ
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